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○山形県警察国有物品管理規程運用要綱の制定について（例規通達） 

平成13年９月13日 

例規（会）第87号 

改正 令和３年８月31日例規（警）第18号 

山形県警察国有物品管理規程（平成13年９月山形県公安委員会規程第３号）に基づく事

務処理の手続きに関し必要な事項を定めるため、別添のとおり山形県警察国有物品管理規程

運用要綱を制定し平成13年10月１日から実施することとしたので、事務処理上誤りのない

ようにされたい。 

なお、山形県警察国有物品管理規則運用要綱（昭和44年８月11日付け会発第246号）は、

平成13年９月30日限り、廃止する。 

別添 

山形県警察国有物品管理規程運用要綱 

第１条関係（目的） 

この規程は、都道府県警察に無償使用させる警察用の国有財産及び国有物品の取扱いに

関する内閣府令（昭和39年総理府令第14号）に基づき、国が山形県警察に無償使用させ

る警察用の国有物品の取扱いについて、国が示した管理条件を確保するとともに、効率的

な供用を図るため制定されたものである。 

第２条関係（管理の機関） 

本部長は、出納命令簿（別記様式第１号）を備え付け、出納命令の都度整理しなければ

ならない。 

第５条、第６条関係（管理の義務、関係職員の制限） 

「物品管理に関する事務を行う職員」とは、本部長、物品出納員及び物品供用員とする。 

第９条関係（供用不適品の処理） 

県費をもって国有の車両を修繕したときは、第２項ただし書に規定する報告は省略して

さしつかえない。また、１か月以内に修繕、改造等のできる軽微なものは、物品の異動が

あっても諸帳簿の整理は行う必要がない。 

第10条関係（供用） 

物品供用員は、物品の供用を必要とするときは、物品供用（取得）書により備品と消耗

品及びその課で供用する物品と警察署に供用させる物品に区分（摘要欄に供用先を明記）

して、必要納期を考慮のうえ、速やかに本部長に請求しなければならない。 

物品供用員は、役務などの請求を行うときは、物品供用（取得）書の所要欄を加除訂正
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して使用するものとする。 

物品供用員は、供用を受けた備品に対して物品整理票（別記様式第２号）を添付して、

所属分類を明らかにしておかなければならない。ただし、物品整理票を添付できない備品

については、適宜の方法により標示しなければならない。 

第11条関係（使用職員） 

責任者が明確にされており、他の簿冊で整理されている車両及び警察装備品で常時物品

供用員の保管にかかる物品又はけん銃等で他の方法により授受が明らかにされている物

品については、物品使用書の徴取を省略することができる。 

第12条関係（返戻） 

物品供用員は、使用職員から物品の返戻があった場合は、物品使用書で確認するものと

する。 

第14条関係（供用換） 

物品供用員は、物品の供用換の必要が生じたときは、物品供用換申請書（別記様式第３

号）により、本部長に申請しなければならない。 

同一物品の返還を条件とする物品の異動については、物品異動通知書（別記様式第４号）

により行うが、この書類は物品管理職員から使用職員までの一連の手続を抱合して処理し

た書類として取り扱うので、山形県警察国有物品管理規程に定める諸手続は必要としない。 

第15条、第16条関係（物品管理職員及び使用職員の亡失等の報告） 

物品の亡失損傷等の報告書は、物品管理職員又は使用職員が作成するものであるから、

所要欄の加除訂正して使用するものとする。 

物品の亡失等の事故が発生したときは、物品管理職員は速やかに事実を確認して、物品

忘失（損傷）事故発生速報（別記様式第５号）をもって本部長に報告しなければならない。 

物品管理職員は、物品の亡失損傷等の事故による損害の見積価格が５万円以上のものに

ついては、その事故の状況図及び事故物品の状況写真（５枚以内）２部を物品亡失（損傷）

報告書に添付するものとする。ただし、焼失その他の事由により添付できないときは省略

することができる。 

第17条関係（検査） 

当該年度中に物品管理職員の交替検査等を行った場合は、すでに検査を行った期間につ

いては、改めて検査を行う必要はない。 

第19条関係（点検） 

使用中の物品の点検を実施したときは、物品供用簿余白に実施年月日及び物品供用員の
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職、氏名を記入するものとする。 

第20条関係（帳簿） 

物品管理・出納簿及び物品供用簿の記入は、次の要領によるものとする。ただし、管理、

保管のいとまがなく直ちに供用される消耗品については、物品管理・出納簿の記録は省略

することができる。 

(1) 年月日欄は、当該物品の異動があった年月日を記入する。 

(2) 摘要欄は、物品管理・出納簿には警察庁物品管理取扱細則、物品供用簿には別表１

に定める整理区分その他必要な事項を記入する。 

(3) 毎年度末において摘要欄に「翌年度に繰越」（年度間に異動のない場合を除く。）

と記入して締切り、次行の摘要欄に「前年度より繰越」と記入して繰越しをするものと

する。 

なお、締切り線は朱線をもって行うものとする。 

(4) 毎葉の余白がなくなったときは、当該葉及び次葉の摘要欄に「繰越」と記入して繰

越しをするものとする。 

(5) 訂正は、削除した文字が明らかに読めるように二線をもって訂正し、捺印のうえそ

の右側又は上部に正書するものとする。 

その他 

物品管理事務の系統図は、別表２のとおりである。 
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別表１ 

物品供用簿の整理区分 

区分 摘要 

受入 物品を受入れる場合 

供用 物品を供用する場合 

分類換 物品の分類換について整理する場合 

返納 物品を本部長に返納する場合 

亡失 物品の亡失について整理する場合 

雑件 物品について上記の区分に該当しない異動があった場合 

別表２ 

物品管理系統図 

１ 供用 

(1) 物品供用員の請求による場合 

物品供用員は、物品供用（取得）書２部を作成、本部長に請求すること。 

 

(2) 本部長が供用を命ずる場合 

会計課において物品供用（取得）書２部を作成 
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２ 返納 

(1) 物品供用員が返納する場合 

物品供用員は、物品返納書２部を作成、本部長に報告する。 

 

(2) 本部長が返納を命ずる場合 

会計課において物品返納書２部を作成 
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３ 供用換 

(1) 物品供用員の請求による場合 

物品供用員は、物品供用換書３部を作成、本部長に請求する。 

 

(2) 本部長が供用換を命ずる場合 

会計課において物品供用換書３部を作成 
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４ 修繕・改造 

物品管理職員は、物品修繕改造書２部を作成、本部長に請求すること。 
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別記様式第１号 

別記様式第２号 

別記様式第３号 

（一部改正〔令和３年例規（警）18号〕） 

別記様式第４号 

別記様式第５号 

（一部改正〔令和３年例規（警）18号〕） 

 


